
  台風第 19号被害への支援策など対応状況   

 

 

■市の支援策 

・郡山市中小企業融資制度《産業政策課》 

災害対策資金融資 

信用保証料補助 

利子補給補助 

・市工業団地（西部第一･第二）への増設・移転に係る補助《産業創出課》 

・事業所税の減免《市民税課》 

・上下水道料金の減免《上下水道局お客さまサービス課》 

 

■被災企業・事業者向け経営相談窓口の設置（産業観光部内 11/19～） 

被災事業者の負担軽減を図り、迅速な復旧・復興を後押しする。 

・国・県・市及び金融機関等における各種支援策の案内 

・関係する支援機関・団体等との連絡・調整のサポート 

（受付日時）月曜日～金曜日 午前８時 30分～午後５時 15分 

 

■説明会開催 

・郡山中央工業団地会 運営委員会（11/14実施） 

・被災事業者向け支援施策説明会（市主催：12/10（火）一日３回） 

グループ補助金ほか国・県・市・金融機関等の支援策について 

  （その他：12/4中央会、12/6商工会議所、12/6商工会などが開催） 

 

■主な要望活動 

【10/23】中央省庁要望（経済産業大臣ほか） 

・被災事業者の迅速な事業再開への支援について 

・被災した工業団地の早期復旧への支援について 

【10/24】経済産業省中小企業庁長官 

・グループ補助金や持続化補助金等の財政支援の早急な実施について 

・大企業等も含めた被災事業者支援による地域雇用の確保について 

【11/3】経済産業省大臣 

・大企業等も含めた被災事業者全てへの財政支援の実施について 

・被災事業者の同一市町村内への移転費助成について 

・大企業等の災害廃棄物の回収・処分への支援について 

 

 

 

 

【11/25】衆議院災害対策特別委員会 

・災害への自衛措置への優遇制度や財政支援について 

・ＢＣＰ（事業継続計画）の早期策定について 

【11/26】経済産業大臣（福島県、いわき市との合同要望） 

・グループ補助金の補助対象事業者の要件緩和について 

・10/25豪雨災害に対する支援について 

・大企業等への支援について 

【11/29】福島県知事 

・被災事業者の同一自治体内移転への支援について 

・大企業等も含む被災事業者全てへの財政支援の実施及びグループ補助金の要件緩

和について 

・県及び全国の経済団体等へ被災事業者の受注機会の拡大要請について 

 

■情報発信 

・郡山市ウェブサイト 

・郡山市ＬＩＮＥ公式アカウント 

・郡山市産業政策課ＬＩＮＥ公式アカウント 

・その他、テレビ・新聞等マスコミを活用 

 

■国・県・支援機関の支援策 

・グループ補助金等（経済産業省、福島県） 

・日本政策金融公庫災害貸付（日本政策金融公庫） 

・小規模企業共催災害時貸付（中小企業基盤整備機構） 

・福島県中小企業制度資金「緊急対策資金」豪雨災害特別資金（福島県） 

・セーフティネット保証（福島県信用保証協会） 

・特別労働相談窓口（福島県労働局） 

・失業手当と休業手当を支払う場合の助成金（ハローワーク郡山） 

・特別相談窓口の設置（経済産業省：福島県よろず支援拠点、福島県中小企業団体中

央会、郡山商工会議所、各地区商工会） 

 

資料１－２ 

（産業関連） 


